





















































































SSM 調査を用いた原 (2002) でも、世帯収入のジニ係数の推移は 1955 年から 10 年ごと
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22.3%、多様な中間層としてのグループ B ・ C'D がそれぞれ6.8%、 14.7% 、 38.8%、下層としてのグルー
プ E が17.4%となっていた。つまり、不平等化がこれほど指摘されるなかでも、約 6 割もの中間層が存
在していることになる。さらに、この多元的階層分類による社会階層構造の変動に着目すると、 1975年










































(第 4 章)。このような社会的下層に焦点を当てる理由は、第 2 章のように階層間の相対的な格差を問題
にするばかりでは、事態の深刻性を把握できないためである。なお、第 4 章でワーキングプアと呼ばれ











































の状態にあった。さらに第 3 章や第 4 章でも、経路依存性の強化は確認されなかったためである。問題
は、「流動化→時代依存性の低下」についてである。これは、多くの部分で当てはまっていなかった。

























































(2001) を例外として極めて少ない。各回の SSM 調査でも 70歳以上は対象とはなっておらず、ミクロ
データの蓄積が望まれる。
本論では、現代日本社会の不平等を、過去の日本社会と比較することを通して評価した。しかし、他
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第 5 章では、第 4 章までで得られた知見を整理するとともに、特定の階層ではなく、階層全体が収入
などで低下傾向にあるため、人々は過去の自分との比較から格差感を抱くようになったという、相対的
剥奪感仮説を提示した。
従来の格差・不平等に関する議論が実証的分析の不備やデータの質の問題を有していたのに対し、本
論文は長期的視野に基づいた厳密なデータ分析を行うことで、上記の興味深い知見を得た。よって、本
論文の提出者は、博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる。
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